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「三田学会$1誌」81卷4号 〔1989年1月）
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前稿 on又-下村（1988))では，2 つの産業からなる寡占モデルを考えそこにおける産業内の企業 

間の結託の形態を表す指数として産業の「共謀度」を定義し，その変化が均衡における財の生産量 

と価格，および産業の総利潤を与える影響を考察した。本稿では企業の参入が，同じ均衡における 

財の産業全体の生産量と個別企業の生産量，価格，および産業全体の利潤と個別企業の利潤に与え 

る影響について比較静学分析を行なう。

Seade (1980)は同質財の部分均衡モデルを用い，すべての企業の技術が同一である場合の「準 

Cournot均衡」についてこの問題を検討している。そのような対称均衡においては，企業の参入 

により総生産量が増加すること，各企業が互いに戦略的代替の関係にあるならば，個別企業の生産 

量が減少すること，そして均衡が安定であるならぱ個別企業の利潤は減少することがそこで示され 

た結果である。Szidarovsky-Yakowitz (1982)は，非対称的な技術を考慮したより一般的な同質 

財モデルにおいて，参入が総生産量を増加させ，個別企業の利潤を減少させることを明らかにして 

いる。このモデルでは，逆需要関数がH 関数であるということが重要な仮定となっている。また， 

Dixit (1979)は，異質財の複占市場を考察し，先導者は他企業の参入を阻止して独占者となるより， 

参入を許してStackelberg均衡を達成する方がより高い利潤を得るような例を与えている。

本稿では，前稿と同じ生産物2種類 . 生産要素1種類のモデルを用いて2つのタイプの均衡を考 

察している。 1つは共謀度が一定の場合であり，競争均衡• 共謀均衡（共同利潤最大化）はこれに属 

する。他の1つは推測的変動が一定の場合（したがって共謀度が企業数に応じて変化する場合）であり， 

Cournot均衡をはじめとする準Cournot均南はこれに属する。この2つのタイプの均衡に対して 

比較静学分析を行い，次の結果を示す。

( a ) 共謀度が一定という条件のもとで， 1つの産業へ企業が新規参入を行なうとき（変化がない場合 

を無視すれば，一般には）その産業の財の総生産量は増加し個別企業の生産量は減少し，価格と 

個別企業の利潤は低下するという結果が得られる。ただし総利潤については増加することも減 

少することもありうる。

( b )推測的変動が一定という条件のもとで， 1つの産業へ企業が新規参入を行なうときその産業の
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財の総生産量は増加し，価格は低下するか不変かのいずれかである。ただし総利潤と個別企業 

の生産量，および利潤は参入によって増加することも減少することもありうる。

特に(b)における個別企業の経済変数の変化に関して同質財の市場では起こり得ない病理的な現象 

として，参入によって個別企業の生産量と利潤が増加するCournot均衡の例を示す。なお，本稿 

においても前稿と同じく，効用関数の分離可能性または1つの市場の完全競争性を仮定することに 

よって，いくつかの明確な結果が導出できることが示される。

なお参入が経済厚生に及ぼす効果についてはVon Weizsacker (1980), Suzumura-Kiyono (1987) 

等の研究があり，同質財モデルにおいても自由参入が経済厚生にとって望ましくない場合のあるこ 

とが知られている。この問題については本稿では立ち入らない。

2 モデルと基本的な仮定

本稿で用いられる記号，モデル，仮定は前稿と同じだが，便宜上ここに略述する。財は3種類で, 

第 1財と第2財は消費財，第 3財は労働で価値尺度財とする。また1人の代表的な消費者の存在を 

仮定しその効用関数《〔•）は 各 （ふ = Xz, Z )さ0 に対して， 

m CX Z ')  =  v(^X ')+ Z  

と表わせるものとする。y O )に次のことを仮定する。

仮 定 1

関数 u( . )はミ上で連続，その内点で3 回連続微分可能であり，各 ；!:> 0 に対して，’

(a) XiViiX^-^'^ as 0' = 1 , 2)

(b) yiiCZXO, y22(Z)<0 

yii(X)y22CX)-yi2(Z)i；2 iU )^0

が成立するものとする。

価格を（A1) = (A ,か，1 ) ,消 費 者 の 所 得 を は ，労働の初期保有量の価値と企業から 

分配される利潤から成る）とすれば，消費者の行動は，Q>, m) を与件とした最大化問題 

〔め  Maximize u CX, Z ) 

subject to

( 1 ) p*X+Z=m  

の解として説明される。

ここで, 各ズ> 0 に対して，’

P K X ：)= V iC X )

と定義すると， 1階の条件は，
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(2) PCZ)=  p

(ただし， ニCPIQO, p2QQ))

と去せる。すなわち，関 数 P C .)は逆需要関数となる。

一方，企業は，第 1産業と第2産業のものが存在し，そ れ ぞ れ の 企 業 数 を 2 ) で表す。 

は本来S 然数であるべきだが，分析の過程では便宜上，正の実数として扱うことがある。また第 

i 産業の企業は，労働を投入して第/ 財を生産し，同一産業内の全企業の技術は同一と仮定する。

逆需要関数P C O を用いて，第産業の各企業の収入関数パ〔0 を，各 Z ) > 0 に対して

(3) rK x i, X') =  X iP K X ^

と表す。同様に，第産業の総収入関数はRK . )を 各 に 対 し て

(4) R ^ U O  ニ X iP K X )

と表す。仮定1により，パ（.） ニ1 ,2 ), お よ び は そ れ ぞ れ /2+Xint in ,  72+X

nt 72+および int i2+X72+上で連続，そしてそれぞれの内点で2 回連続微分可能な関数となる。 

つぎに第?'産業の費用関数をG C O で表し，次の仮定をおく。

仮 定 2

各 f== l,2 に対して，関 数 C iは 72+上で連続，その内点で2 回連続微分可能で，各 ®シ 0 に 

対して，

(a) a  Ca；i ) > 0

(b)

また，第 1 , 第2 のいずれの産業においても，すべての企業は別の産業の生産量を所与とみなし， 

自分の産業の総生産量に対して同一の推測的変動をもつと仮定しよう。したがって対称的な場合の 

みを扱うとすれば，第 / 産業のすべての企業の推測的変動は一'":>のバラメタ一で表すことがで 

き■る。

いま，Q：=(afi,び2 ) と "= (W i," 2 )をそれぞれ2 つの産業の推測的変動と企業数のぺクトルとす 

る。このとき対称Nash均 衡 （symmetric Nash equlibrium)を

(i) および：c tはそれぞれ正で

Maximize (flJi,X u  X*') — CiCxi') given dXi/dxi=ai at X !ニ

および

Maximize Cxz, X*, X 2) —C2(X2) given dXi!dxi=0L2 at X2=X*

の解であり，

(ii) p*=pcx*：)

(iii) X^=nix'^, X l= n 2x1 ,

Z*=Z°-WiCi(a^t)-W2C2Cxt)
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を満たす非負の財べクトルと価格べクトルの組（X*, X、 Z\ ダ）によって定義する。条件(b)(c) 

より消費者の予算制約式が成立するから，〔X*, Z * )は効用最大化問題（めの解となることが知 

られる。

前稿に従い，各産業において一企業の生産量に対する総生産量の弾力性を各企業がどのように予 

想するかに注目し，その予想値をその産業の共謀度（degree of collusiveness)と呼ぼう。各企業の 

行動が対称的な場合，第 i 産業の共謀度は，バラメタ一 

di=ai/ni 0 = 1 ,2 )

で表せるから，企業の利潤最大化の一階の条件は

(5) ii-ddpiQO+diR\00 -Ci’OCi/fh')ニQ G = i , 2)

とますことができる。

微分作用子をFで表-せぱ，各ズ > 0 に対して，次のヤコービ行列

' 。《 - ロ

は仮定1(b)より半負値定符号である。さらに次の仮定をおくことで，（5)のヤコービ行列/ 0 ：, め=  

(ん ( X ,め)）は （01,り2)ヤ〔0, 0 ) のとき負値定符号となることが前稿の補題1で示されている。

仮 定 3

各 X 〉0 に対して次の3 つのヤコービ行列

, 「則 ズ ） \ , び ) J び 1び ） \ ,  c y U 「だ び )  

I FP̂ CX) I  ゾ2 (ri?ミQcJ, ,3 PRICX：)

はすべて負値定符号である。

3 参入の効果（1) 

一共謀度が一定のとき——

この節では，共謀度0= (め，み）が一定のとき企業数"= (m , n2~)の変化が財の総生産量，個別 

企業の生産量，価格，総利潤および個別企業の利潤に与える影響について考察する。所与の（め；0 

に対する対称Nash均衡における産業の総生産量べクトルX〈ら n} = CX\6, n), XKO, n» , 価 

格べクトル〈め "> = (が〈め "X P\e, " > ) ,総利潤べクトル77くめn)=in\d, "〉，n\d, "〉）が 

一意に定まることとd i( i= i,2 ) に関して連続微分可能であることは，それぞれ前稿の補題2 と？i  

題 3 で示されている。ここで，均愈における個別企業の生産量べクトルをx(d, ;̂ 〉ニ0«1〈め "〉， 

x̂ (.e, "〉），利潤べクトルを7T〈ん ；?〉= Gri〈ヴ，"〉，Tt\d, w » とますと， 

x'Kd, n} = XKd, n}/ni, n'Kd, ">ニ77ゾも" 〉/"«

であるから，それらも同様に一意性とめに関する微分可能性を有する。 これらの性質はさらに次
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のように一般化される。

題 4

"= ("1 ,«2)>(0, 0 ) とする。（0, 0 )^C ^ i,め ^ ( 1 ,1 )か つ (fiu ヴ2)ヤ(0, 0 ) のとき，

Xく0’ n>, pie, n>, nid, n> および；r〈0, n> は開区間の直積] 0 , 1 [X] 0, ~  [内の各点 Qdi, nd

0 = 1 , 2 ) において連続微分可能である。

この補題のIE明は前稿の補題3 のものと全く同様に行なえる。

補題4 により，均衡における諸変数に対してに関する比較静学分析を行なうことができ，次の命 

題 2を得る。証明は5節で与えられる。

命 題 2 (共謀度が一定のときの参入の効果）

M 2)>(0 , 0), CO, 0 ) ^ ( め，/ ? 2 ) ^ ( 1 , 1),

G?i, <?2)^co, 0 ) かつ iキj  G', y = i , 2 ) とする。

(A )第 ?'産業の限界費用が適増的〔G " (O > 0 )であるならぱ，以下のことが成り立つ。

(a )( i )1つの産業の企業数の増加は，その産業の総生産量を増加させ，個別企業の生産量を減少 

させる。すなわち，

<0, n}>0, - ^< 9 , nXO
dUi dfh

となる。

( i i ) 1つの産業の企業数の増加は，個別企業の利潤を減少させ，さらに第；産業の限界費用が適 

増 的 （C/'(O〉0 ) であるとき，第 :'産業の生産物価格を減少させる。すなわち，

<6, "〉<0, ^ i d ,  "〉<0
dnt dUi

となる。

(iii)第 j 産業が第i 産業に对して戦略的代替（resp.戦略的補完）の関係にあるとき，第 i 産業の 

企業数の増加は第；産業の総生産量と個別企業の生産量を減少（resp.増加）させる。すなわち，

sign-g-- {0, "〉==signフ̂ <(9, ;«> =  sign JnQXid, "〉，dj)

となる。ここでJiiOae、n>, dj')は，（5)のヤコービ行列KX<d, n>. O')の j i 要素である。

( b ) 関 数 が 分 離 可 能 な ら ぱ ， 1つの産業の企業数の変化は他の産業の生産量，価格（した 

がって利潤）を変化させない。すなわち，

お ’ "〉ニ0’ を ’ "〉ニ0

等となる。
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( c )第；産業は競争的（の= 0 )で，限界費用は適增的〔0 " ( 0 >のとする。このとき，財 f と 

財；が代替財（resp.補完財）ならば，第 / 産業の企業数の増加は第プ産業の生産量，価格そして利 

潤を減少（resp.増加）させる。すなわち，

s i g n i くび, "〉=sign■が ヴ , "〉=sign|プ , n>

ニsign g".. id, w> = sign^^^<^, " 〉= sign vnQXid, «)。

となる。

(B )第 i 産業の限界費用が不変（c v '( o = o )であるとき，以下のことが成り立つ。

( a ) 'm 1つの産業の企業数の増減は，その産業の総生産量を変化させないが，個別企業の生産量 

を反対の方向に変化させる。すなわち，

dX^
id, fi)=0, (&, n)< 0

d m 、■"’ dm

となる。

( i i )競争的でない1つの産業の企業数の増減は，その産業の生産物価格には影響を与えないが, 

個別企業の利潤を反対の方向に変化させる。すなわちめ> 0 ならば

id, «>=0, <e, «><o
dfli dfti 

となる。

GS ) 1つの産業の企業数の変化は，他の産業の生産量，価格（したがって利潤）に影響を与えない。 

すなわち，

dx^
(0, n)=0.

dが 

dnt iO, w>=0dfli 

等となる。

なお，第；産業の限界費用が不変（C / '( . ) = 0 )の場合，（a)の (n)は弱い不等号で成立し等号は 

6 2 と det/o (X くんW〉）がともにゼロのときに限る。同じ場合，（C)で調べられた第；産業の諸変数 

はどれも変化しない。また，第 :'産業が限界費用不変かつ競争的な場合は，よく知られているよう 

に生産物®格と利潤はすべてから独立に決定されるから，（B)の (ii>の帰結とは異なる。以上の結果 

は命題2 の証明の中で明らかとなる。

表 2 (生産量，値格，利潤に対する参入の効果：共謀度一定でのとき）

xKdr> X  プく (V〉 pKey> パくび’.〉 /P'くん.〉 7Tズくん.〉 n  ベ  dy>

C /'〔O>0

一般の場合 + 一 土 - 土 土 - 土

V ( 0 が分 
離可能

+ - 0 一 0 土 - 0

第 j 産業が 
競争的 + 一 sign vi2 - sign v\2 土 - sign 1；12

cv'0 ) = o のとき 0 - 0 0 0 土 - 0

77 C5J7)



命題2 の帰結は表2 のように要約される。記号 ''、+ //,、、一/', 0 " はそれぞれ対応する変数の 

に対する変化率が，正，負， 0 であることを示す。\、土" は正，負，0 のいずれにもなりうるこ 

とを示す記号である。

次の例は， y ( 0 が分離可能で他の産業が競争的であっても，産業の総利潤が企業の参入により 

増加するか減少するかが定まらないことを示すものである。これは参入により企業数は増加する反 

面，個別の利潤は減少することによる。

例 5

" ( 0 は2次関数型：

K Z )  = X i + X2-a/2) {(Xi)2 + 0 ：2)2+2 e X iX z }

(ただし，一 

G (0  a = l , 2 ) も2次関数型：

Ci(xi)=ci-k)xi+(i/2)diCxiy

(ただし，0<A^1, di>0, d2= 0)

とする。このとき，第 2市 場 が 完 全 競 争 ヴ 2 = 0 )ならぱ，' 

n ' i f i ,  n } =  [A：( l- e ) / ( 6 ? i / 2 + ^ i+ l- e 2 ) ] W C 2  " 0 + め）

である。したがって，n\d, n>は m に関して 

Cê +3 0i-Vni+di>Oのとき増加的，

Ce^+SOi-Vm+diKOのとき減少的 

であることが知られる。特に 6=0, di = l, 01 = 1/4ならぱ，n'<d, n>は W i=4で最大となる。

4 . 参入の <̂カ果（2)

—— 推測的変動が一定のとき——

この節では，推 測 的 変 動 « 2 )が一定のとき企業数n = Oiu % ) の変化が財の総生産量， 

個別企業の生産量，価格，総利潤および個別企業の利潤に与える影響について考察する。このとき 

共謀度は，（《iM , « 2/ " 2) と表されるから企業数に依存する。所与の（び，W) に対する対称Nash均 

衡における産業の総生産量べクトルをn]=iX^ia, «], "] ) ,価格べクトルを々[or, n\

= (が！>, n\,ダ!> ," ] ) ’ 総利潤べクトルを//[or, = n\, n̂ Va, « ] ) と表す。 また，こ

れらに対応する個別企業の生産量べクトルをn\ = ix'̂ \a, n\, x'̂ [a, n]'),利潤べクトルを；r 

[a, n\ = iTẑ [a, w], w ] )と表すと，共謀度の定義から

( 6 )が!>, n\ = xKô i/nu oĉ lnz, n}

等の関係が成立するから，補題4 の系として次の性質が導かれる。
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補 題 5

n = in u  nz)>(S), 0 ) とする。（0, 0 )^ (« 1 ,« 2 )ぐ " i , " 2) 力、つ («!, <?2)キ〔0, 0 ) のとき，A"I>’ 

n], x[a, n], p[a, n], /7[a, n ] お よ び ？r|>, n ] は開区間 ]め，° o [ において，m で連続微分 

可能である。

この性質により，(cr, n ) に対する均衡における諸変数に対してMiに関する比較静学分析を行な 

うことができ，次の命題3 を得る。

命 題 3 (推到的変動が一定のときの参入の効果）

n=(jii, W2)>C0 , 0), (0, 0)^(o：i , «2)さ（《i , « 2)，0<o!i<ni かつ Ci, j = l , 2) とすると 

き，以下のことが成り立つ。

(a) ( i ) 1つの産業の企業数の増加は，その産業の総生産量を増加させる。すなわち

dX  ̂ r
— O,  n]> 0  dfli

となる。

( i i )第；産業の限界費用が適増的（C 7 (O > 0 )であるとき，第 :'産業の企業数の増加は，そ 

の産業の生産物価格を減少させる。すなわち，

"]<G

となる。

(2 0第プ産業が第i 産業に対して戦略的代替（resp.戦略的補完）の関係にあるとき，第?'産業 

の企業数の増加は第メ産業の生産量を減少（resp.増加）させる。すなわち，

sign— [a, »]ニsign/が〔X[a, w], djj

となる。

( b )関数y ( 0 が分離可能ならぱ，

( i ) 1つの産業の企業数の増加は個別企業の利潤を減少させる：

备 [«，"]<0。

( i i ) 1つの産業の企業数の変化は他の産業産出量および価格〔したがって利潤）に影響しない。 

すなわち，

[a, w] =0, «]=0,
drii dfli

となる。

( c ) 第ゾ産業は競争的G .e .りプ= 0 )で，限界費用は通増的（C：/ (> )> 0 )とする。 このとき，財 

と財ゾが代替財（resp.補完財）ならば，第 / 産業の企業数の増加は第；産業の生産量と価格お
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よび利潤を減少（resp.増加）させる。すなわち，

. dX^ r ， . dX! r 1 . Sign -L « , n\ = s ig n ^ ~ L a ,  n\ = s ig n
drii dfii

d が

dfti
[a, n\

=sign-g^[a, w]=sign-g^[a, w]=sign VniXia, «])

となる。

(a)の(iv>は，（6)式から直ちに導かれ，その他の帰結も命題2 の証明と全く同じ方法で示せるので!E 

明は省略する。なお，第；産業の限界費用が不変（c y (- )= o )の場合では，（a)のai)と(C)の結果が 

どう変わるかということも，命題2 のときと全く同様である。また，（6)を m で偏微分することに 

より，参入が個別企業の生産量を増やすのは，がくめn > の 6 iに関する弾力性がm に関する弾力 

性を上回るときであり，また参入が個別企業の利潤を増やすのは，共謀度の上昇が産業の利潤を減 

らすときで，なおかつTzKd, n> のりf に関する弾力性がn iに関する弾力性を上回るときに限るこ 

とも知!られる。

命題3 の帰結は次の表のように要約される。記号の意味は命題2 の場合と同じである。

表 3 (生産量，価格，利潤に対する参入の効果：推測的変動一定のとき）

.] •] Pか ’ •] プ[«, •] 77プ[«, •]

一 般 の 場 合 + 士 ± - 土 土 土 土

V (•)が分離可能 + 士 0 - 0 土 - 0

第j 産業が競争的 + 土 sign ri2 - sign v i2 士 士 sign V12

表からもわかるように，共謀度一定の場合と同じ理由から参入による総利潤の変化の方向は一般 

に定まらない。さらに次の例6(A)ではu ( . ) が分離可能のケース（独立財のケース）でも，参入によ 

って個別企業の生産量が増加することがあることが示される。Szidarovsky-Yakowitz (1982) の 

結果のように逆需要関数のH性が仮定されているなら，一生産物モデルでは，このようなケースが 

生じる可能性はない。ただし逆需要関数のH性を仮定しない一般の場合についてこのような可能性 

が （収入関数のIH]性の仮定の下でも）生じうることはSeade (1980)によっても示峻されている。例6

(B)では他の産業が競争的であっても，個別企業の利潤は参入によって増加することがあることが示 

される。これは同質財モデルから得られたSeade (1980), Szidarovsky-Yakowitz (1982) の結果 

とは異なるもので，この場合は参入による相対的な共謀度の減少が必ず利潤を増加させている。こ 

のようなケースが生じるためには財の代替補完関係の存在が不可欠であることは，前稿（川又.下 

村 （1988) 46K )で説明されている。

例 6

(A) K - )は CES 型 ：

vdX：>=XV+XV
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(ただし，0くみ 

C i C O は 2 次関数型：

G 〔£Ci)= (351)2

とする。このとき，第 1産業で企業がCournot的に行動する（i.e., o；i =  l ) ならぱ，第 2産業の 

諸条件から無関係に

log x l̂a, "]=  {logKm+1—2ろ)}/2(1—ろ）一log «i, 

log 7/1[a, "]=  {log K«i+ 2み—1)®}/(1—ろ）+ log〔《i+ l—2ろ) log m 

を得る。したがって，n iに 関 し て « ] は 

"1<2〔1一ののとき増加的，

"1>2(1—み）のとき減少的 

であり，/T[a, « ] は

ろ("1)し （1 一2ろ)2め+(1—み)（1 一2ろ)2 > 0のとき増加的，

K « i)2- (l- 2ろ)2め+(1—ろX 1-2ろ)2 < 0のとき減少的 

であることが知られる。さらに，ゐが0 に近いとき《1 = 2は自然数の中で，最大の； M] を 

与える兀であり，6=1/8 のとき 7 7 1[0：, 1 ,n{\ <77* [a, 2, »2], 77̂  [a, 2, ni\ >77* [a, 3, " 2] であ 

ることが確められる。

(B) t)(.)は Cobb-Douglas 型 ：

log v(̂ X') = b log Xv+b log Xz 

(ただし，0 < ゐ<1/2)

G (o  a = i , 2 ) は 1 次関数型：

CiCxi)=Xi

とする。このとき，第 1産業の企業はCoumot的に行動し，第2産業の企業は競争的に行動す 

る （i.e., ai = l , « 2= 0 )ならぱ

log x^[a, "]= {(1—のloが " i+ft—1)—(2—3のlog ml/Cl—2 6), 

log //ijV  n\ = {log b+b \ogim+b—V)+b log " i} / ( l一2ろ）+log〔l —ろ）一log ni, 

log 71̂ [a, n] = {log b+b log(«i+ゐ一1)+ろlog " i} / ( l—2 ろ）+ log〔l —6)—2 log Wi 

である。したがって" 1 に関して， n] は 

"1<(1一みX2—3ろ)/ a —2ろ）のとき増加的，

Hi> ( 1 一ろ)（2—3ゐ)/(1一2ろ）のとき減少的 

で，7/1[0：, n] は

"1<(1一の2/(1 —2み）のとき増加的，'

"1>(1一み)2/Q—2ゐ）のとき減少的 

であり，ttI[a, w] は
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«1<〔1一み)(2—3ろ)/2〔1 一2み）のとき増加的，

みX2—3の/2(1-2ののとき減少的 

であることが知られる。 ろが1/2に近いとき，上の関数がすべて， さ2 で最大となることは明 

らかである。

5 . 命題 2 の証明

註明

d^Qdi, 02) は （0, 0 )^ (^1 ,み）さ（1,1) かつ（か ぬ ャ （0, 0) を満たすとし，，

X ( . ) ミズ〈め .〉，x(i'^=x(,d, •), p(^'^=p(.6, •>, 77(.)ョ  77 く .〉，JT〔.）ョJT<0, •>

とおく。" ニ（m, "2)>(0, 0 ) を固定すると，X (w )は 1階の条件(5)を満たすので，一般性を失 

うことなく：' = 1 として，この式をmで偏微分する。簡単のため， = a; C«) = x, JCX, 

d')=J, Jij iXin), dd=JijQ, j= l, 2) と言く と，

(7)
'X\i

\X\i：
a ixO x , l~ M

" id e t /  \ j J

を得る。：c*GO=ズi(«)/；wiにこの結果を用いると

FKl-5i')PKX')+d, i?l(Z)]

F[a-d2')PKx')+02Ricx：i- acx 2/n2')]
xlCny-

■ X i

Hi det J

となろ。（01,ヴ2)ヤ（0, 0 ) であるから前稿の補題1 より上のヤコービ行歹U式は正となり，

(8) a?iC«)<0

が成り立つ。また /?(«)= _P(ズ（め）を" で偏微分して(7)を用いると，

(9 a) p\in)=- "1 detJ

VPKX~)

r [ i-d2)PKX') ■^OiRViX^-C' îXz/m'yi

( 9 b ) が( "）= 二 だ ^ ^ [ ?ミ 0 ：)ゾ21—パ  00/22]

となる。同様に，nKn)= RKXin)')—niCiiXKn)/ni') Q=l, 2 )を " i で偏微分して(7)を用いると， 

n\Qn')'\ 广'(め） 「[が（ズ）一"iCiaV"i)]Y-/"\ IXiC'.Qxd-CiiXi'A

r [が (X)-% C：2び 2/"2)]A /2 1  ノ \ 0 ノ
(10)

を得る。7：Kn) = nKn)/m にこの結果を用いろと

Cm ydymPKX^ 

ix ,yc[ 'ixx )

r [ i- め）p iaO + 0 ii? jQ O ]

V\x-d2)PKX^+d2R\iX̂ '\ 

FPKX)

F[C1-02)PXX)+02RICX)1Hi det ]

が成り立つ。（かも）キ〔0, 0 ) であるから，前稿の補題1 より上の第1項，第2項のヤ ビ行列
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式はそれぞれ正，非負である。ゆえに 

0.1) ?rl(")さ 0

となり，等号成立はc r(：B i)= oかつめ= 0 のときに限る。以上を榮備とすれぱ，すべての帰結は 

容易に示せる。

(a) C r ( . ) > 0 であるから，（i)の結果は(7), (8), 01)より，（ii>の結果は(9)より，脚の結果は(7)より 

得られる。

(b) VnQX\ R\{X\ m ix ') ,ゾ21がすべてゼロであるから，それぞれの結果は(7), (9), (W)より 

直ちに導ける。

(c) 02 =  0 ならば ,/21  ニ P K  ズ），/22= /"ミ(ズ）一 C;'C¥2/«2)/"2 であるから， これらを（7), 0 ), 

如に代入することでぞれぞれの符号がyi2( X ) と同じであることが知られる。

(d) c r ( . ) = 0 であるから，（i)の結果は(7), (8)より，（ii>の結果は(9), 01)より得られ，（iii)の結果は

(7), (9), (10)より直ちに導ける。II
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